
～ひと、くらし、みらいのために～

厚生労働行政 業務紹介
【厚生労働省本省係長級職員（一般職相当）採用選考】

令和２年11月30日
厚生労働省大臣官房人事課ひと、くらし、

みらいのために



・不妊治療
・乳幼児検診や予防接種
・保育サービス
・児童虐待防止対策

・介護保険サービス ・年金

・医療サービス ・健康増進
・がん・難病等の疾病対策・医薬品・食品の安全 ・障害福祉サービス

・生活保護

子ども家庭局

老健局 年金局

医政局

健康局

社会・援護局

医薬・生活衛生局

保険局

健康局

ライフステージごとのサポート

赤ちゃん 子供・学生 社会人 結婚・出産
・子育て

定年 老後

生涯を通じたサポート
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人生のあらゆる場面をサポート！

厚生労働行政の全体像



公共事業
6.8兆円(6.7％）

合計
102.7兆円

文教・科学
5.5兆円(5.4％)

防衛
5.3兆円(5.2％)

その他
10.0兆円
(9.7％)

年金
12.5兆円
（38.3％）

医療
12.3兆円
（37.7％）

介護
3.4兆円
（10.4％）

福祉等
4.4兆円
（13.5％）

雇用
480億円
（0.1％）

国債費
23.4兆円
（22.7％）

地方交付税交付金
15.8兆円
（15.4％）

（厚労省分）
社会保障
32.6兆円

令和２年度当初予算（国の一般会計歳出）
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合計
102.7兆円

うち、
社会保障関係経費
35.9兆円
(34.9％)

厚生労働省の所管分野の予算について



医療政策

（医政局・保険局）

健康対策

（健康局）

医薬品の安全

（医薬・生活衛生局）

労働条件確保

（労働基準局）

雇用政策

（職業安定局）

男女雇用均等

（雇用環境・均等局）

子育て支援

（子ども家庭局）

生活困窮者支援

（社会・援護局）

介護保険制度

（老健局）

年金制度

（年金局）

職業能力開発

（人材開発統括官）

省の総合調整

総合的な政策の策定

（大臣官房・政策統括官）

などなど

厚生労働省は、国民一人ひとりが、家庭、職場、地域等において、持てる力を発揮し、ともに
支え合いながら、健やかに安心して生涯を送ることができるよう、社会保障政策・労働政策を通
じて、将来にわたる国民生活の質の向上と社会経済の発展に寄与することをその使命とする。

厚生労働省の組織

３

職員数 ：総合職・一般職 約３，９００名 （R2.4時点）・・・今回の採用により
配属が予定される分野（部局）

http://kimata-dc.up.seesaa.net/image/P1050160.jpg
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厚生労働省入省後の配属分野について
「一般行政事務区分」で採用された者は、厚生労働行政のうち、「医療・保険」、「衛生」、「福祉」、「年金」、「官房」の

いずれかの分野に、「情報セキュリティ・IT等関係事務区分」で採用された者は、「衛生」又は「官房」の分野に配属されます。

採用後は、その分野を中心に異動を重ね、業務の経験を積み、一般職（厚生行政）職員として社会保障のエキスパートとして

キャリアアップします。

配 属

医療・保険 〇医療提供体制の確立など、医療制度に関わる施策に携わります。
○持続可能な医療保険制度の構築、診療報酬改定等、医療保険制度に関わる施策に携わります。
⇒主な配属部局は医政局、保険局です。

衛生 ○健康づくりの取組の支援、がん対策、感染症対策等、国民の健康づくりに関わる施策に携わります。
○医薬品・医療機器等の安全性等確保・研究開発支援、食品の安全の確保、生活衛生の向上等の施策に
携わります。
○障害者の方に対する保健の向上や、高齢者の介護予防等の施策に携わります。
⇒主な配属部局は健康局、医薬・生活衛生局、障害保健福祉部、老健局です。

福祉 ○地域福祉の推進、生活困窮者への支援、障害者施策の充実、介護保険制度の運営等、福祉全般に関わる
施策に携わります。
○戦没者の慰霊やご遺族等の援護等に携わります。
○子育て支援サービスの充実、児童虐待防止対策、社会的養育の推進等の子どもの福祉に関わる施策に
携わります。
⇒主な配属部局は、社会・援護局、障害保健福祉部、老健局、子ども家庭局です。

年金 ○公的年金制度の企画立案、年金事業の運営業務を担う日本年金機構の指導監督、外国との社会保障協定の
締結等、将来にわたって持続可能で国民が安心できる年金制度の確立等に関わる施策に携わります。
⇒主な配属部局は年金局です。

官房 ○厚生労働省の政策立案を支援するための統計調査の企画・実施、情報化の推進等に関わる施策に携わります。
○厚生労働省の政策の実施に必要な予算のとりまとめ、決算・会計の監査、職員の福利厚生等の業務に携わります。
⇒主な配属部局は、政策統括官（統計・情報政策担当）、大臣官房会計課です。
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求める人材像

医療・保険 【一般行政事務区分】
○医療保険分野（医療機関・薬局、医療保険者、審査支払機関等）での職務経験がある方

衛生 【一般行政事務区分】
○地方公共団体や民間団体、民間企業において、衛生関係（健康増進、疾病対策、医薬品・医療機器等の有効性や安全性の
確保、精神保健福祉、介護予防、食品の安全性の確保、生活衛生の向上等）に係る政策及び事業、広報の経験がある方

【情報セキュリティ・IT等関係事務区分】
○ICT・セキュリティ関係の業務経験を複数年有している方
○デジタル技術を活用した業務改革の一連の過程を概ね経験された方
○応用情報処理技術者や情報処理安全確保支援士などの資格を有する方
○主に感染症対策や健康危機管理等の衛生分野に係る情報システムの保守運用、改築、又は社会保障分野のデジタル化や
各種行政手続の電子化等の施策に携わり、当該分野の知見、技能を有する方

福祉 【一般行政事務区分】
○地方自治体（福祉関連部署）や福祉現場（相談窓口等）での実務経験がある方、又は福祉関係の資格を有する方
○自治体の福祉行政に関連する事務経験を有する方、語学力（英語、ロシア語、中国語）のある方
○自治体の福祉行政に関連する実務経験や児童福祉施設での勤務経験を有し、関係する資格を取得されている方

年金 【一般行政事務区分】
○社会保険労務士資格や年金アドバイザー資格等を有する方
○社会保険労務士事務所や地方自治体における年金業務に関する実務経験を有する方
○語学能力検定において一定以上の成績を修めている方

官房 【一般行政事務区分】
○シンクタンクや研究機関等で、データ分析の業務経験を有する方
○公的機関や民間企業等で、①ICT・セキュリティ関係の業務経験を有する方、②デジタル技術を活用した業務改革に携わった
経験のある方、③予算・経理等の会計業務経験を有する方

【情報セキュリティ・IT等関係事務区分】
○ICT・セキュリティ関係の業務経験を複数年有している方
○デジタル技術を活用した業務改革の一連の過程を概ね経験された方
○応用情報処理技術者や情報処理安全確保支援士などの資格を有する方

厚生行政の各分野においては、特に次のような方の活躍が期待されます！



→課・室の業務の

総責任者

（一般行政事務）

→各業務の責任者として、

予算、企画等を担当

（情報セキュリティ・IT等関係事務）

→担当するシステムや

情報セキュリティの企画・立案、

予算要求等を担当

本省
例：係長、主査、専門職 等

係長級 （一般行政事務）

→課の予算、企画等の

とりまとめ、調整を担当

（情報セキュリティ・IT等関係事務）

→課の予算要求・管理、

システムの企画・調整を担当

課長補佐級

本省
例：課長、室長 等

課長、室長級

→入省後すぐに新規採職

員研修（厚生労働行政

の業務説明や施設等機

関の見学）を２週間行

います。

係 員

本省
例：課長補佐、監査官、

専門官 等

経験年数 ８年目～ 18年目～
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（参考）一般職職員(※)の厚生労働省入省後のキャリアパス（行政区分）

おおむね２年ごとに異動し、幅広い業務を担当しながら、各分野のエキスパートを目指します。

※経験年数については、採用前の職務経験も考慮します。

※採用後一定期間経過の後、本省内部部局以外（地方厚生局、施設等機関等）への異動もあります。

※国家公務員採用一般職試験（大卒程度試験）により係員で採用された職員



① 国の制度の骨格をなす法律の企画立案、国の制度を動かすための予算編成に
携わることができる。

② 責任のある、全国に影響を及ぼす仕事を任される。

③ 様々な職種（総合職、一般職、医師等技術系職員等）自治体・他省庁・民
間企業からの出向者が高い意識と使命感をもって仕事をしており、常に刺激をう
け、自己啓発される。

④ 自分が携わった施策等がメディアで報道され、評価される。

一般職職員は、医療・保険、衛生、福祉、年金など、社会保障の各行政分野の

エキスパートとして、企画・立案業務、予算業務など、様々な分野で活

躍しています。

7

本省採用だからこそ、できること

本省採用のやりがい ～日本の未来をつくる～

今回採用される職員は、本省係長級職員（一般職相当）として、厚生労働行政分野のうち、
厚生行政分野での政策の企画・立案、施行等の業務を行います。

【一般職職員の業務】



厚生労働行政を推進するために。
～私たちの仕事内容～

法律等による
制度設計 など

通知等による
運用方針の決定 など

補助金等による
財政的支援 など

有識者からの
意見を踏まえ、
制度・枠組みや
運用方法の検
討を行う。

法案や予算案の
成立に向けて、国
会審議などに対応
する。

制度を推進するた
め、自治体や労働
局に対して、通知
や補助金等の執
行を行う。

中央社会保険医療協議会▲

▲国会議事堂

▲秋田労働局 8

制度・枠組み

運 用 予 算



採用後に携わる具体的業務について
～一般行政事務の主な仕事内容～
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〇各部局の各課における施策に必要な予算を根拠に基づいて検討します。施策に関係する国民
のニーズについて、現場への視察や調査等を通じて、情報収集します。（４月～７月頃）

〇必要な予算について、省内関係部局及び財務省への説明を行うための予算要求資料（ワード・エ
クセル・パワーポイントが主）の作成を行います。（８月～１２月頃）

〇施策を実行するために補助金交付要綱（通知）を作成し、自治体等からの申請に基づき、申請内
容を審査し、迅速かつ適切に予算執行を行います。（４月～）

〇予算執行後、自治体等からの決算報告に基づき、前年度の予算が適切に執行されているかの確
認を行います。（４月～６月頃）

予算業務

国会業務
〇各部局の各課の施策に関する国会審議のため、国会答弁資料や関係するデータ等参考資料の作
成等を行います。（ワード・パワーポイントが主）

〇国会議員等からの問い合わせに対して、回答するための資料作成等を行います。

法令（通知）業務

※上記業務は採用後のキャリアの中で経験することが多い業務の一部を例示したものであり、採用後、上記のすべてに携わるわけではありません。
※上記業務は部局・課・係の単位でチームとなって行うものであり、職員１名ですべてを対応するわけではありません。
※採用直後は、主査・係長として係が所管する政策の企画・立案や予算編成等を担当します。

〇所属課室の施策を実施するための法令（法律・政令・省令）、通知等の問合せに対応します。
〇制度等に変更があった場合には、必要に応じて法令、通知等の改正を行い、国民に周知します。
〇施策の在り方等について、有識者の意見を伺うため、審議会や検討会が開催されるため、それら
の検討のための資料作成等を行います。

その他、配属される部局・課室・係によって、統計調査の企画・集計、総務業務（職員の勤怠管理、給
与計算・支給手続き等、会議の開催準備）、経理業務（契約締結、出納等）等、多様な業務があります。



・年間16日以上・少なくとも全職員の75％が毎月
１日以上の年次休暇を取得 など

◯テレワーク利用
6,440人日（H29年度）

⇒9,779人日（H30年度）
⇒14,696人日（R1年度）

◯平均退庁時間
19：58（R1年）

◯全職員のうち、月１日以
上の年次休暇を取得した割
合 68％（R1年）

働き方改革の目標

休み方改革の目標

・在庁時間の縮減
・テレワークの活用促進
・フレックスタイム制、早出・遅出勤務の活用促進 など

・働き方改革・休み方改革の取組の実施状況を
人事評価へ反映 など

その他の取組

厚生労働省における

働き方改革・休み方改革
～「先ず隗より始めよ」～

実績
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（４）子育てバリアフリーの促進
（５）子ども・子育てに関する地域活動への参画
（６）子どもとふれあう機会の充実（子ども霞ヶ関見学デーなど）
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１．職員の仕事と生活の調和の推進のための改革

３．次世代育成支援対策に関する具体的取組

働き方改革・休み方改革

女性活躍とワークライフバランス推進のための取組計画
厚生労働省
における

R2年度までの目標
♦ 男性職員の育休取得率 30％ 原則として５日以上取得
♦ 配偶者出産休暇及び育児参加休暇の取得率

合計５日以上：100％、合計７日：90％

２．女性活躍推進のための改革

R2年度までの目標
採用関係
♦ 採用者に占める女性割合 30％

（１）女性の採用の拡大
（２）女性の登用目標達成に向けた計画的育成
（３）女性職員のキャリア形成支援等

（１）妊産婦及び育児を行う職員への配慮
（２）子ども看護を行うための特別休暇の取得推進
（３）公務員宿舎の貸与

育児・介護等と両立して活躍できるための改革
（１）価値観・意識の改革

・効率的な業務運営やワークライフバランスに資する取組に
ついて、人事評価に反映

（２）職場における仕事改革
・出退勤管理の徹底
・休暇の取得促進

（３）働く時間と場所の柔軟化
・テレワークの抜本的拡大
・フレックスタイム制、 早出・遅出の活用促進

登用関係
♦ 本省課室長相当職の女性割合 13％
♦ 係長相当職（本省）の女性割合 30％

（１）職場環境の整備
（２）両立支援制度の促進及び人事管理上の配慮
（３）育児休業取得中等の職員への支援策
（４）代替要員の確保に向けた人事運用面の対応
（５）保育の確保



育 児 休 業
配偶者の就業等の状況に

かかわらず取得可能

産前・産後休暇
産前６週間、産後８週間

（多胎妊娠の場合は産前１４週間）

育児短時間勤務
勤務時間を１日３時間５５分

（週１９時間３５分）等に短縮

育 児 時 間
1日の勤務時間の一部（２時間まで）

を勤務しないことが可能

超過勤務の免除

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進し、働き方の見直しを

図っていくことは重要な課題となっています。

国では、仕事と育児が両立できるよう、以下のとおり育児休業等制度を実

施しています。

etc

３歳未満の子どもを養育する場合出産する場合
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■子どもの成長を見守るために■

小学校就学前の子どもを養育する場合

ワーク・ライフ・バランス～仕事と育児の両立支援～
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組合員及び被扶養者の疾病に対する治療又は予防を目的として、厚生労働省本省支部に直営診
療所を設置運営しています。

職員やその家族が安心して毎日の仕事や生活を送れるよう、厚生労働省共済組合に加入することになり
ます。
病気やけがでかかった医療費の負担や、お子さんが生まれたときの出産費の支給、育児休業を取得した

場合は育児休業手当金などが支給されます。

厚生労働省共済組合直営診療所

厚生労働省共済組合

その他

福利厚生
～厚生労働省の職員になったら～

グループ保険（オーロラ保険）

加入者の皆様から掛金(保険料）を受け入れ、
万一の際に各種の給付が受けられる制度です。
「オーロラ保険(生命保険）」、「オーロラ保険
(損害保険）」の２種類があり、同時に加入す
ることも出来ます。

● 人間ドックやがん検診などの
健康の保持・増進のための事業

● 住宅資金等の貸付などの事業

傷病手当金

組合員が、公務外の病気やけがのために勤務
することができない場合は、傷病手当金（法
定給付）が支給されることがあります。
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厚生労働省の職場紹介 その①

地下１階 コンビニ 地下１階 そば・うどん

地下１階 パン屋 １階 喫茶店



○厚生労働省（中央合同庁舎第５号館）は、低層棟講堂横の屋外喫煙所を除き、全面禁煙です。
※紙巻きたばこのほか、加熱式たばこ、電子たばこも含め禁煙です。

また、令和元年７月の改正健康増進法一部施行を契機として、以下の目標を掲げ取り組んでいます。

・令和２年４月 ⇒ 勤務時間内完全禁煙
・令和４年４月 ⇒ 敷地内完全禁煙（喫煙所廃止）
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厚生労働省の職場紹介 その②

地下１階 売店 ３階 内科診療室

2階 保育室

★５号館受動喫煙対策★


